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■特別会計
会計名 歳入決算額 歳出決算額

国民健康保険事業 35億2,598万円（＋0.9%） 34億2,744万円（＋1.5%）

土地取得費 5,334万円（▲54.4%） 809万円（▲89.5%）

公共下水道事業 12億7,676万円（＋3.9%） 12億3,186万円（＋1.9%）

公共駐車場事業 7,104万円（＋14.4%） 2,054万円（▲1.1%）

介護保険 23億8,396万円（＋5.0%） 22億　458万円（＋0.8%）

後期高齢者医療 ４億2,043万円（＋2.5%） ４億1,292万円（＋2.6%）

※（　）内は前年比 ※（　）内は前年比

※「特別会計」は、特定の事業を行う場合に一般会計と区別して設置しています。

※�「補てん財源」とは、企業会計内で留保されている資金であ
り、資本的収支の不足額を補てんする財源です。

■企業会計（水道企業会計）
区分 決算額

収益的
収入 7億9,288万円（＋0.6%）

支出 7億　807万円（▲1.2%）

資本的

収入 7,834万円（▲33.9%）

支出 3億2,267万円（＋21.5%）

補てん財源 2億4,433万円（＋66.0%）

■市税の内訳

■財政力指数（0.98）

■主要施策事業

その他（5.2％）4億3,517万円

都市計画税（8.9％）7億4,079万円

1.5
1
0.5
0

1.14

H20 H21 H22 H23 H24 H25

1.16 0.97 0.97 0.980.96

市民税（41.3％）
34億4,225万円

固定資産税（44.6％）
37億1,789万円

●基本目標Ⅰ
　みんなで考え みんなで汗かき みんなのまちを創ろう

・中期基本計画策定等支援業務委託 352万円

●基本目標Ⅱ
　学び合い 力を合わせて 豊かな未来を育もう

・中央保育園運営委託 1億2,538万円
・ガラス飛散防止工事 975万円

●基本目標Ⅲ
　明日を生み出すエネルギー やる気を活かせるまちをつくろう

・防災備品などの整備 3,955万円
・市道港線の整備 1億4,305万円

●基本目標Ⅳ
　いつも笑顔で健やかに つながり100倍ひろげよう

・生涯現役のまちづくり創出事業 524万円
・認知症早期発見事業 247万円

財政健全化の状況報告財政健全化の状況報告
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　市税収入は、前年度と比べると1億8,756万円の
増で、全体の85.9%を市民税および固定資産税で占
めています。市民税は、8,994万円の増、固定資産
税は、5,815万円の増となりました。

　「財政力指数」とは、標準的な行政サービスを行うの
に必要な財源を、どれだけ自力で調達できるかを表す
数値で、「1」を超えるほど財源に余裕があるとされて
います。
※愛知県内38市中　高浜市は14位の数値となっています。
　（愛知県内38市平均　0.94）

　財政悪化の早期発見・早期治療を行い、市が突然財政破綻してし
まうことを防ぐため、財政の健全性を判断する指標の公表が求めら
れています。指標が基準以上になると財政健全化計画などを策定し、
早期健全化に取り組まなければなりません。

平成 25年度決算に基づく
各指標は基準を下回り、財政
の健全性は保たれています。

健全化判断基準 早期健全化基準 説　　　　　　明

実 質 赤 字 比 率 赤字ではない
（赤字ではない） 13.52% 実質赤字比率とは、一般会計などの黒字か赤字かを判断する指標で、

家計でいえば、年収に対する赤字の割合を示したものです。

連結実質赤字比率 赤字ではない
（赤字ではない） 18.52% 連結実質赤字比率とは、実質赤字比率を、公営企業会計を含めた全

会計に適用したものです。

実質公債費比率 3.9%
（4.8%） 25.00% 実質公債費比率とは、家計でいえば、年収に対する年間の借金返済

額の割合を示したものです。

将 来 負 担 比 率 将来負担比率なし
（将来負担比率なし） 350.00% 将来負担比率とは、家計でいえば、年収に対する将来見込まれる借

金（全会計）の割合を示したものです。

※（　）内は前年数値


